
附属明細書
１．固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87 特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細 （単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減 価 償 却 累 計 額

減損損失累計額 差引当期末残高 摘 要
当期償却額

建 物 371¶616¶207¶339 27¶061¶827¶794 1¶693¶441¶253 396¶984¶593¶880 99¶522¶572¶367 14¶114¶560¶727 0 297¶462¶021¶513

構 築 物 33¶408¶901¶162¶119 2¶283¶237¶485¶708 46¶026¶389¶009 35¶646¶112¶258¶818 5¶972¶651¶140¶401 833¶633¶104¶091 0 29¶673¶461¶118¶417

有 形 固 定 資 産
（償却費損益内）

機 械 装 置 1¶063¶821¶614¶616 153¶242¶850¶796 24¶976¶408¶069 1¶192¶088¶057¶343 528¶872¶927¶495 76¶364¶652¶060 0 663¶215¶129¶848

工具器具備品 2¶586¶694¶285 653¶065¶352 17¶778¶502 3¶221¶981¶135 1¶476¶733¶620 356¶565¶630 0 1¶745¶247¶515

建設仮勘定 1¶316¶819¶569¶286 6¶565¶482¶375 1¶030¶851¶151¶550 292¶533¶900¶111 0 0 0 292¶533¶900¶111

計 36¶163¶745¶247¶645 2¶470¶760¶712¶025 1¶103¶565¶168¶383 37¶530¶940¶791¶287 6¶602¶523¶373¶883 924¶468¶882¶508 0 30¶928¶417¶417¶404

土 地 8¶515¶250¶371¶357 389¶086¶407¶117 15¶544¶730¶577 8¶888¶792¶047¶897 0 0 0 8¶888¶792¶047¶897

非 償 却 資 産 建設仮勘定 697¶929¶196¶792 0 370¶881¶291¶870 327¶047¶904¶922 0 0 0 327¶047¶904¶922

計 9¶213¶179¶568¶149 389¶086¶407¶117 386¶426¶022¶447 9¶215¶839¶952¶819 0 0 0 9¶215¶839¶952¶819

有 形 固 定 資 産 合 計 45¶376¶924¶815¶794 2¶859¶847¶119¶142 1¶489¶991¶190¶830 46¶746¶780¶744¶106 6¶602¶523¶373¶883 924¶468¶882¶508 0 40¶144¶257¶370¶223

借 地 権 250¶666¶234¶655 1¶145¶676¶480 0 251¶811¶911¶135 0 0 0 251¶811¶911¶135

無 形 固 定 資 産
ソフトウェア 330¶792¶959 14¶385¶332 0 345¶178¶291 310¶130¶764 29¶134¶324 0 35¶047¶527

そ の 他 2¶595¶987¶676 274¶233¶868 0 2¶870¶221¶544 1¶742¶190¶047 207¶601¶153 0 1¶128¶031¶497

計 253¶593¶015¶290 1¶434¶295¶680 0 255¶027¶310¶970 2¶052¶320¶811 236¶735¶477 0 252¶974¶990¶159

なお、当該資産の貸借対照表計上額及び当期増減額は次のとおりであります。
（単位：百万円）

貸 借 対 照 表 計 上 額

前 期 末 残 高 当 期 増 減 額 当 期 末 残 高

39¶924¶659 472¶514 40¶397¶174

（注１） 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
（注２） 当期増減額のうち、主な増加額は取得によるものであり、主な減少額は減価償却によ

るものであります。
また、当該資産に関する平成25年３月期における収益及び費用等の状況は次のとおりであり
ます。 （単位：百万円）

賃 貸 収 益 賃 貸 費 用 そ の 他

1¶575¶923 1¶421¶713 16¶616

（注１） 賃貸収益は、道路資産貸付料収入及び占用料収入であり、これに対応する賃貸費用は、
道路資産貸付業務費（貸付道路資産減価償却費、固定資産除却損等）及び支払利息であ
ります。

（注２） その他は、売却損益を相殺した後の損失であります。
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‚ 機構債
機構債の時価については、日本証券業協会が公社債店頭売買の参考となる価格（売買参
考統計値）を公表している機構債については、平成25年３月31日現在の当該価格を採用し、
同協会が売買参考統計値を公表していない機構債については、当該債券から発生する将来
のキャッシュ・フローを適切な市場利子率で割り引いて現在価値にする方法（割引現在価
値法）により算出した値を採用しております。

ƒ 長期借入金
長期借入金の時価については、当該借入れから発生する将来のキャッシュ・フローを適
切な市場利子率で割り引いて現在価値にする方法（割引現在価値法）により算出した値を
採用しております。

„ 長期未払金
長期未払金の時価については、当該未払金から発生する将来のキャッシュ・フローを適
切な市場利子率で割り引いて現在価値にする方法（割引現在価値法）により算出した値を
採用しております。

10 賃貸等不動産関係
機構が保有する賃貸等不動産は、機構法に基づき各高速道路会社に貸し付けている全国の高
速道路に係る土地、建物、構築物その他の道路資産であり、当該資産は、料金徴収期間の満了
の日の翌日において、本来道路管理者である国又は地方公共団体へ無償で譲渡されるものであ
ります。（道路整備特別措置法（昭和31年法律第７号）第52条）
当該資産は、政策目的に基づき機構が保有しているものであり、その規模・性質等は民間企
業にはみられないものであることから、市場価格の観察又は合理的な価額の算定は極めて困難
であります。従いまして、当該資産の当期末の時価については表示しておりません。
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